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研究ノート 長野県工技センター研報 
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紙容器緑茶飲料を対象としたウォーターフットプリント* 
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The Water Footprint for Paper Container Green Tea Beverage  
Naoko SHIMOSATO，Masahito HAGINO and Norihiro ITSUBO 

 

長野県は数多くの水源を有し地下水賦存量も豊富であることから，豊かな水を求めて企業の立地，

特に飲料製造業の進出も目立つ。また近年消費者の低環境負荷製品へのニーズが高まってきている。

このような背景の中，企業の地下水保全活動の効果及び長野県で製造した製品の環境優位性を水利用

の観点から検討するために，紙容器緑茶飲料の温室効果ガス(GHG)排出量算定及びウォーターフット

プリント(WF)評価を実施した。その結果，主たる使用水が地下水である場合，使用水を少量でも再利

用した場合，地下水保全効果が大きいことが分かった。また，長野県の地下水を使用した場合，他の

地域と比べ水利用への潜在影響が小さくなる結果となり，長野県で製造した製品の環境優位性が高い

ことが確認された。 
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１ はじめに 

長野県は日本の屋根と言われるように周囲を急峻な山

脈に囲まれた緑豊かな地域である。数多くの水源を有し

地下水賦存量も豊富であることから，飲料製造業の進出

も目立つ。このような状況の中で長野県では，平成25年2

月に第5次長野県水環境保全総合計画を策定し，水源の保

全，水質の確保に努めている。県内の自治体の中には，

環境保全と産業振興の両立を目指し，地下水保全を目的

とする条例を定めている例も多い。このように水環境保

全は長野県を挙げて取り組まねばならない課題である。

また，近年の環境意識の高まりからグリーン購入が推進

される中，消費者の低環境負荷製品，いわゆる地球にや

さしい製品へのニーズが高まっている。このため，企業

においては低環境負荷製品の開発にあたって製品や事業

の環境優位性の評価が重要になってきている。 

そこで本研究では，企業の環境保全活動の効果と長野

県地域で製造した製品の環境優位性を水利用の観点から

検討することを目的に，工場での使用水(地下水)の再利

用の有無による製品のWF評価を実施した。 

 

２ ウォーターフットプリント 

WFとは製品やサービスのライフサイクルを通じて直

接的・間接的に消費・汚染された水の量と環境影響を総

合的に表す指標で，2014年にISO14046に規定された。 

 

 

 

 

WFは環境への影響を評価することを目的としているた

め，使用した水量を単純に積み上げるだけではなく，水

利用によって生じる水量の変化及び水質の変化の量を捉

え，その変化が環境に与える影響を評価する。評価手順

は「インベントリ分析」の後，「影響評価」を実施する。

インベントリ分析は，物質ごとにライフサイクル全体で

消費する水の量を算出する。影響評価は，様々な活動が

水利用可能性に及ぼす潜在的な影響を評価するもので，

評価手法は現時点ではISOで規定されていない。本研究

では，インパクト評価おけるミッドポイント評価として

矢野らが開発した水資源への影響に関する特性化係数1) 

を用いた潜在影響を評価する。 

物質 i についての水消費量は，水消費原単位データベ

ースを用いた原単位法により次式で求められる。 

 

水消費量＝Σ(活動量i×原単位i )       ･･･(1) 

 

ここで，取水源の種類をr，評価地点をpとすると，潜

在影響は次式で求められる。 

 

潜在影響＝ΣΣ(水消費量r,p×特性化係数r,p )  ･･･(2) 

 

  

３ 評価方法 

３．１ 製品評価の対象と機能単位 

 評価対象は国産茶葉を使用し長野県内で製造している

紙容器緑茶飲料とし，機能単位を製品1本とした。調査対

象は原材料の調達から製造・出荷までとし，原料製造，

*  経常研究 

*1  環境技術部(現 材料技術部門材料化学部) 

*2  ゴールドパック(株) 

*3  東京都市大学 

i 

p r 



- E 13 - 

使用，廃棄・リサイクル段階は含めないこととした。現

行の製造方法に従い工場製造での使用水の一部を再利用

することとした。また，工場からの排水は全て曝気処理

により水質を確保して河川に排出しているため，排水処

理に必要な水消費，水質の悪化による環境影響は含めな

いこととした。環境保全活動の効果を検討するため，現

行の製造工程との比較として，使用水を全く再利用しな

い工程のシナリオを設定し，両者について水消費量，水

利用への潜在影響を評価した。 

３．２ ＧＨＧ排出量の評価 

製品のGHG排出量を評価するにあたり，2次データと

してカーボンフットプリントコミュニケーションプログ

ラム基本データベース2)を利用し，材料・エネルギー別

に原単位法で算定した。計算式は次式のとおりである。 

 

GHG排出量＝Σ(活動量i×原単位i)     ･･･(3) 

 

３．３ 水消費量及び潜在影響の評価 

工場での使用水の再利用による効果を検討した。水消

費量の算定には，小野らが開発した水原単位データベー

ス3)を利用した。潜在影響の算定には，２章で述べたよ

うに矢野らが開発した水資源への影響に関する特性化係

数1)を利用した。水利用への潜在影響の地域性を検討す

るため，地域区分を表１のとおり国別(日本)，都道府県

別(長野県他)，空間分解能0.5度×0.5度の各グリッド別

(市町村レベル)の3段階に区別して用いた。このとき原料

茶葉の生産地として静岡県静岡市近隣地域と仮定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 評価結果 

４．１ ＧＨＧ排出量 

図１に製品のGHG排出量の内訳を示す。飲料用の紙容

器は，アルミ箔付ポリエチレンフィルムをさらし紙に接

着したロール紙とポリプロピレン製の注ぎ口から構成さ

れるが，さらし紙とアルミ箔のGHG排出量が大きくなり，

全体の46%を占めた。このようにカートンも含めパルプ

を原料とする材料はGHG排出量が多くなる傾向にあっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域区分 表流水 地下水 降水 

日 本 1.2 3.1 0.6 

長野県 1.49 2.76 0.73 

静岡県 1.15 3.01 0.52 

松本市 1.58 2.73 0.78 

静岡市 0.98 2.91 0.46 

i 

表１ 評価地点別の特性化係数 
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図１ GHG 排出量の内訳 
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図３ 水消費量の水源別の割合 
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図４ 使用水の再利用の有無による潜在影響の削減
効果(日本における特性化係数による) 
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た。その他にGHG排出量が多かった添加物は主にアスコ 

ルビン酸によるものであった。 

４．２ 使用水再利用に関する水消費量と潜在影響 

図２に使用水の再利用の有無による水消費量の削減効

果を示す。本製品は地下水を製品使用水，ボイラー水，

冷却水，洗浄水に用いている。このうちこの工場では，

ボイラー水の一部をドレン回収したり，配管以外の設備

の洗浄水に用いるなどして地下水の消費量削減を図って

いる。再利用しない場合の水消費量削減率は2.5%で，地

下水分のみを計算すると13.8%であった。 

図３に製品の水消費量の水源別の割合を示す。茶葉，

紙容器の原料に起因する表流水，降水がそれぞれ50.9%，

27.4%，使用水である地下水は最も少なく全体の21.7%で

あった。 

図４に日本の特性化係数で算定した場合の使用水の再

利用の有無による潜在影響の削減効果を示す。潜在影響

削減率は6.3％で，地下水分のみを計算すると13.8%とな

った。これは，使用水として用いる地下水が水消費量全

体に占める割合が21.7％であるため，水消費量削減率は

2.5%と小さくなったが，表１のとおり地下水の影響度が

他の水源に比べ大きいため，潜在影響削減率が6.3%と大

きくなったと考えられる。 

４．３ 潜在影響の地域性 

図５に地域区分別の潜在影響の比較を示す。地域区分

の集計単位が最少であるグリッド別(市町村レベル)にお

いて最少となり，最大だった国別(日本)の影響量と比べ

ると 14.8%少なくなった。これは表１より茶葉生産地(静

岡市近隣地点)の特性化係数が，降水で日本の 0.6 に対し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.46，表流水で日本の 1.2 に対し 0.98 と小さいため，茶

葉生産での影響量が少なくなるとともに，工場所在地(松

本市近隣地点)の地下水の特性化係数が日本の3.1に対し

2.73 と小さいことに起因する。これにより，静岡県静岡

市近隣で生産された茶葉を使用し，長野県松本市近隣で

製造した本製品は水利用への潜在影響が小さい製品と言

える。 

 

５ おわりに 

企業の環境保全活動の効果と長野県地域で製造した製

品の環境優位性を水利用の観点から検討するために，紙

容器緑茶飲料の GHG 排出量と WF を算定した。地下水

の再利用による削減効果は，水消費量で 2.5%，水利用へ

の潜在影響(日本)で 6.3%，地下水分のみでは双方とも

13.8%であった。環境影響の主要因は，GHG 排出が紙容

器，水消費・潜在影響が原料茶葉だった。これらは製品

の性格上，容易に削減することが困難な材料であるが，

工場での使用水である地下水の再利用を行うことで水利

用への潜在影響が効果的に削減された。この結果から主

として地下水を水源とする使用水の再利用は地下水保全

活動として効果的であることが分かった。また，評価地

点のグリッド集計を細分化し，原材料生産地，工場所在

地付近に絞り込んで影響評価を行った結果，長野県地域

で製造した製品の環境優位性を明確化することができた。 
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図５ 地域区分別の潜在影響の比較 
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